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 注記事項 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式・・・・・・・・移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産・・・・・・・定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物付属設備    15 年 

（３）繰延資産の処理方法 

    創立費・・・・・・・・・・支出時に全額費用処理しております。 

 

（４）消費税等の会計処理     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（５）その他           記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 

２．貸借対照表の注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額                      37 千円 

（２）子会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権                     4,674 千円 

          長期金銭債権                    100,000 千円 

          短期金銭債務                      651 千円 

 

金　額 金　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 176,699 流動負債 1,889

現金預金 170,164 未払金 1,221

未収入金 4,674 未払法人税等 668

前払費用 934 負債合計 1,889

繰延税金資産 167 （資本の部）

その他 759 資本金 252,800

固定資産 307,374 資本剰余金 225,253

有形固定資産 2,962 資本準備金 225,253

建物付属設備 2,962 利益剰余金 4,130

投資その他の資産 304,411 当期未処分利益 4,130

子会社株式 168,453

差入保証金 35,957

長期貸付金 100,000 資本合計 482,184

資産合計 484,074 負債及び資本合計 484,074

貸　借　対　照　表

科　　目 科　　目

（平成17年12月31日現在）

（単位：千円）


